
会派研修会実施報告書 

会派研修の結果について、下記のとおり報告します。 

令和３年１１月２５日 

光市議会議長 中 本 和 行 様 

光市議会会派 「かいこう」   

  代表者 木村 信秀   

 議員名 森戸 芳史   

 議員名 小林 隆司   

議員名 早稲田真弓   

記 

１ 研修日時  令和３年１１月４日（木） １５：００～１６：３０ 

２ 研修場所    光市議会第２委員会室 

３ 研修内容  エネルギー基本計画等について 

４ 研修結果  別紙のとおり 



研修結果 

日 時 
令和 3年 11 月 4 日（木） 

15：00～16：30 

場 所 光市議会第 2委員会室 

講 師 
中国電力（株）山本太史 氏 

中国電力（株）本間治之 氏 

テーマ エネルギー基本計画等について 

＜研修の目的＞ 

2020～2021 年（令和 2～3年）冬に発生した電力供給逼迫への対応やエネルギー基本計

画、さらに脱炭素化に向けた取り組み等に関する見識を深めるために、研修会を開催しま

した。 

＜研修概要＞ 

【2020～2021 年冬に発生した電力需給逼迫について】 

昨年 12 月下旬以降の厳しい寒さに続き、1 月上旬の「数年に一度レベル」の強い寒気

の影響により、全国的に電力需要が急増したことに加え、悪天候により太陽光の発電量が

低下したことや発電用燃料の在庫が減少したことなど、様々な要因が重なり合った結果、

中国エリアを含めた複数エリアで災害級の大変厳しい需給状況に陥りました。 

また、記録的な寒波等に伴う電力需給の逼迫は、日々電力を売買する卸市場価格にも表

れており、1月 13 日には、1日平均の最高価格（154.6 円/kWh）を記録しました。これは、

これまでの最高価格（26.2 円/kWh）の 6倍近くになります。 

【2021 年度冬期の電力需給に向けた対策の方向性】 

広域機関によると、過去 10年間で最厳寒であった年度並みの気象条件での最大電力需

要に対し、火力増出力運転、エリア間融通等を考慮した結果、全期間、全エリアで予備率

3%以上を確保できる見通しとなりました。また、実需給断面までのモニタリングなどによ

り、気象予報を踏まえた需給想定や発電機の計画外停止状況への監視を強化し、需給バラ

ンスの悪化が予見された場合には、国や一般送配電事業者と需給対策を講じられます。 



【エネルギー基本計画】 

エネルギー基本計画とは、日本のエネルギー政策の柱になるものです。現行の第 5 次

エネルギー基本計画は 2018 年に策定され、「2030 年度に目標とするエネルギーミックス

の実現」と「2050 年に向けた政策の方向性」が示されています。 

本年 4 月に開催された気候変動サミットにおいて、菅前総理大臣が「2030 年度に温室

効果ガスを 2013 年度比 46%削減をめざす」、さらに「50%の高みに向け挑戦する」と発言

しました。これを受けて、2030 年度の電源構成は、再エネルギーを 3 割台後半に引き上

げる一方で、原子力は引き続き 2 割程度とし、運転時に CO2 を排出する火力は 4 割程度

に縮小されました。

【脱炭素化に向けた取り組み】 

研究・開発戦略において「脱炭素化に向けたエネルギー・環境技術のイノベーション」

領域を設定しており、その中で「2050 年カーボンニュートラル」の実現に向けて、研究・

開発を積極的に推進します。具体的には、燃料の供給安定性や経済性に優れた石炭火力の

課題である CO2 排出削減に向け、最先端の技術の導入やバイオマス混焼拡大等が推進さ

れます。 



＜所感と市政への反映＞ 

今回の研修を通じて、2020～2021 年冬に発生した電力供給逼迫への対応やエネルギー

基本計画、さらに脱炭素化に向けた取り組み等に関する見識を深めることができました。

特に 2020～2021 年冬に発生した電力供給逼迫に対しては、日頃稼働していない高経年化

火力を含めたあらゆる発電所の稼働、また LNG の在庫低下に伴う追加調達や LNG 基地の

共同運用先からの在庫融通などの取り組みが行われた結果、市民の生活に影響はありま

せんでした。改めて、私たちの生活は、これらの企業努力により支えられていると再認識

しました。SDGs の観点をふまえつつ、今回の研修で学んだことを今後の地方自治体にお

ける地域エネルギーの検討に役立てていきたいと思います。 


